
平成２２年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

事 業 名 地 域 等 連 携 推 進 事 業 費

予 算 額 １１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

医療、福祉、労働等関係機関と連携して、障害のある子どもへの総
合的な相談支援体制の充実を図るとともに、乳幼児期から成人期に至
るまでの一貫した支援体制の整備を進める。

２ 内 容

(1) 地域支援センターの設置
全ての特別支援学校全に地域支援センターを設置、専任の地域支

事 業 内 容 援コーディネーターを配置し、保護者や教員等からの相談に対応

(2) 巡回教育相談の実施
目 的 医師、臨床心理士、福祉関係者、小・中学校及び特別支援学校教

員等からなる相談支援チームを組織し、巡回による教育相談を実施
対 象

(3) 教員研修支援
方法等 小・中学校が実施する研修会への講師派遣、教材の貸出し等

(4) 相談支援ファイルの活用による支援
障害のある子どもの乳幼児期から成人期までの相談等を記録する

相談支援ファイルを作成、活用するなど、一貫した支援を行うモデ
ル地域の指定

(5) 特別支援教育の在り方についての検討
望ましい特別支援教育の在り方や体制、事業の効果的な実施方法、

成果の普及についての検討
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